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オルバヘルスケアホールディングス株式会社との業務提携に関する基本合意のお知らせ 

 

当社は、2022 年 10 月 17 日開催の取締役会において、以下のとおり、オルバヘルスケア

ホールディングス株式会社（岡山県岡山市。以下「オルバ社」）との業務提携に向けた基本

合意書（以下「本合意書」）の締結を決議しましたので、お知らせします。 

 

１． 業務提携の理由 

当社は、中期経営計画において、持続的成長を可能とする事業基盤を構築し、変化に挑戦

し成長し続ける組織に変革するための方向性を定めており、以下を重点項目としておりま

す。 

① 利益率・生産性向上 

② 地域的依存度低減 

③ 強じんな事業ポートフォリオの構築 

④ 新たな成長基盤の強化（市場） 

⑤ 成長基盤の強化（組織） 

この方針を達成するため、外部との協業を検討してきましたが、以下の項目に関して、オ

ルバ社と業務提携の検討について合意し、本合意書を取り交わすこととしました。 

 

２．業務提携の検討内容等 

（１）業務提携の検討内容 

・購買、物流の合理化によるコストの低減 

・販売連携による売上拡大と収益率の改善 

・教育システムの相互利用による人的資本投資の推進 

・医工連携におけるニーズ、シーズの情報交換 

・情報システムの運用、共同利用による DX推進 

なお、現時点で具体的な取組内容については未定であり、本合意書に基づき協議のうえ検

討を進めてまいります。 

 

 

 



３．業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 オルバヘルスケアホールディングス株式会社 

（２） 所 在 地 岡山市北区下石井一丁目１番３号  日本生命岡山第二ビル 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 前島 洋平 

（４） 事 業 内 容 
株式の保有によるグループ会社の事業活動管理および経営指

導 

（５） 資 本 金 607,750千円 

（６） 設 立 年 月 1967年 10月 

（７） 大株主及び持株比率 

株式会社マスプ 

オルバヘルスケア従業員持株会 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 

前島達也 

株式会社山陰合同銀行 

株式会社中国銀行 

前島洋平 

前島智征 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 

株式会社伊予銀行 

（2022 年６月 30 日現在） 

13.23% 

6.62% 

4.93% 

4.90% 

4.55% 

4.54% 

3.06% 

3.05% 

2.71% 

2.70% 

 

（８） 
上場会社と当該会社 

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 
当社とオルバ社の子会社との間で販売取引およ

び仕入取引があります。 

関 連 当 事

者 へ の 該

当 状 況 

該当事項はありません。 

（９） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態 

決算期 2020年 6期 2021年 6期 2022年 6期 

 連 結 純 資 産 7,281百万円 8,131百万円 9,093百万円 

 連 結 総 資 産 33,683百万円 36,562百万円 39,968百万円 

 １ 株 当 た り 連 結 純 資 産 1,197.17円 1,336.91円 1,513.91円 

 連 結 売 上 高 97,872百万円 102,072百万円 107,959百万円 

 連 結 営 業 利 益 927百万円 1,540百万円 2,073百万円 

 連 結 経 常 利 益 905百万円 1,542百万円 2,119百万円 

 
親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 

当 期 純 利 益 
326百万円 989百万円 1,535百万円 



 １株当たり連結当期純利益 56.76円 162.66円 252.80円 

 １ 株 当 た り 配 当 金 45.00円 50.00円 60.00円 

 

４．日 程 

（１） 取締役会決議日 2022年 10月 17日 

（２） 本合意書締結日 2022年 10月 17日 

 

５．今後の見通し 

この合意による 2023年３月期の業績への影響はございません。なお、具体的な取組内容

については、本合意書に基づき検討を行い、2023年３月 31日までに業務提携契約の締結を

目指します。 

業務提携契約は、提携の内容について両社で合意次第締結し、開示すべき事項が発生し

た場合は、速やかに公表いたします。 

以 上 


